
2020年9月

なにわ筋線事業に係る
事業認可説明会

関西高速鉄道株式会社
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説明会の趣旨（なにわ筋線とは）

➣なにわ筋線は、

（仮称）北梅田駅

と

ＪＲ難波駅 及び

南海本線新今宮駅

をつなぐ

新たな鉄道路線です。
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北梅田
(うめきた)

※北梅田、中之島、西本町、南海新難波の駅名は仮称



説明会の趣旨（今日の位置づけ）

素案の立案

都市計画

素案 説明会

案の作成

公告・縦覧・意見書の受付

都市計画の告示

環境アセスメントの方法の決定

調査・予測・評価

準備書の作成

評価書の作成

評価書の公告・縦覧

準備書説明会

都市計画審議会

環境影響評価

事業認可の告示・縦覧

意見聴取会
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2020年2月28日

2020
年度

2018
年度

2019
年度

2020年1月31日

2019年7月26日～9月9日

2019年4月9日

2019年3月11日～19日

方法書の公告・縦覧
2018年2月23日～3月22日

2019年8月8日～8月22日

2020年2月28日～3月27日

事業認可 説明会

2020年8月7日

2020年9月

← 今回



説明会の趣旨（今日の主な内容）

➣本日の説明会では、

今後、なにわ筋線事業を

進めていくにあたり、

・事業（認可）の概要

・都市計画法に基づく制限等

・用地買収、補償に関すること

について、説明いたします。

事業認可の告示

都市計画事業の流れ

事業認可 説明会

物件調査・土地評価
補償金額算定

協議（交渉）・契約

工事説明会

用地買収・物件補償

工事着工

工事完了・供用開始
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事業認可の概要（事業計画）

北梅田

ＪＲ難波

新今宮（南海）

中之島
西本町

南海新難波
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※北梅田、中之島、西本町、南海新難波の駅名は仮称

建設延長・・・約7.2ｋｍ

（地下6.５km、掘割0.3km、

嵩上0.４km）

ご利用見込み・・・約24万人/日

開業目標・・・2031年春

➣

➣

➣

新駅計画・・・３駅

（中之島、西本町、南海新難波）

➣



事業認可の概要（告示内容） 8

【告示番号】

告示：令和2（2020）年8月07日（大阪府告示第1218号）

公告：令和2（2020）年8月11日（関西高速鉄道株式会社）

【施行者の名称】

関西高速鉄道株式会社

【都市計画事業の種類及び名称】

大阪都市計画 都市高速鉄道事業 なにわ筋線

【事業施行期間】

令和2（2020）年8月7日から令和14（2032）年3月31日

【事業地】
（収用の部分）

大阪市北区梅田三丁目、福島区福島六丁目、中央区難波四丁目並びに浪速区元町一丁目、

難波中一丁目及び戎本町一丁目地内

（使用の部分）

大阪市北区梅田三丁目及び中之島四丁目、福島区福島一丁目、福島二丁目、福島五丁目及び福島六丁目、

中央区難波二丁目、難波四丁目及び難波五丁目、西区土佐堀一丁目、江戸堀一丁目、京町堀一丁目、

靭本町一丁目、西本町一丁目、阿波座一丁目、立売堀一丁目、新町一丁目、

北堀江一丁目及び南堀江一丁目並びに浪速区湊町一丁目、難波中一丁目、難波中二丁目、敷津東一丁目、

敷津東二丁目、敷津東三丁目、戎本町一丁目及び戎本町二丁目地内



■平面図・縦断図

事業認可の概要（全体平面、縦断、構造）

地下式
地
表
式

嵩上式

ＪＲ神戸線 大阪環状線

阪神本線

ＪＲ東西線

（仮称）中之島駅 （仮称）西本町駅 （仮称）南海新難波駅

地下鉄 長堀鶴見緑地線

道頓堀川堂島川 土佐堀川

地下鉄 中央線

国道25号

地下鉄 御堂筋線

共同溝

近鉄 難波線地下鉄 千日前線

35‰

10‰
34‰

5‰ 20‰
33‰

-10Ｍ

0Ｍ

-20Ｍ

-30Ｍ

-40Ｍ 35‰
5‰

44‰

■構造形式

京阪中之島線

0Ｍ

-10Ｍ

-20Ｍ

-30Ｍ

-40Ｍ

-50Ｍ

北区

福島区

西区

中央区

浪速区

堂
島
川

靱公園

なにわ筋

起点

終点

西成区

終点
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(掘割) (高架)



事業の概要（詳細）北梅田※駅～西本町※駅間

断面１

約6m

約11.0m

※：駅名は仮称

北区

福島区

西区

中央区

浪速区

堂
島
川

靱公園

なにわ筋

起点

終点

西成区

終点

10

１

断面２

約19.1m

約32m 約39m 断面３ 断面４

約15m

約15.6m

約23.8m

ホームまで

約21m

３ ４

２



事業の概要（詳細）西本町※駅～JR難波・南海新難波※駅間

※：駅名は仮称

断面５

約15.2m

約11.0m

約10m

約15m

北区

福島区

西区

中央区

浪速区

堂
島
川

靱公園

なにわ筋

起点

終点

西成区

終点

ＪＲ

南海
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約36m

断面６

約23.7m

約40m

阪神高速道路 断面７

約15.2ｍ

６ ７
５

約30m



0
.5
m

事業の概要（詳細）南海新難波※駅～新今宮駅（南海）間

断面９

※：駅名は仮称

北区

福島区

西区

中央区

浪速区

堂
島
川

靱公園

なにわ筋

起点

終点

西成区

終点
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約14.7m
断面８

断面１０

約10.6m

９

８ １０

約10.1m



事業の概要（詳細）南海新難波※駅～新今宮駅（南海）間

現況

鉄道整備後

・自動車・二輪車・歩行者の東西の通行はできなくなります
・歩行者への代替横断手段は、地域の方々と相談のうえ検討いたします

木津市場
木津
中学校
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★

★：民有地にかかる箇所では都市計画の制限がかかります。
その後、関西高速鉄道㈱で用地の取得をさせていただきます。



事業の概要（詳細）南海新難波※駅～新今宮駅（南海）間

※：駅名は仮称
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（北行車線）（南行車線）

（南行車線） （北行車線）

木津市場
木津
中学校

（下図）

線路両側へ
道路を付替え

木津市場
木津
中学校

（下図）

（北行車線）（南行車線）

（南行車線）
（北行車線）

線路両側へ
道路を付替え

南海
本線

南海
本線 なにわ筋線

道路区域の拡幅（都市計画道路 敷津東南北線・戎本町南北線）

木津市場付近から国道25号 国道25号から南側

★別途、都市計画事業認可を取得予定
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認可取得に伴う制限・制度（都市計画法） 16

○建築等の制限（都市計画法第65条）

事業地内において、事業の施行の障害となるおそれがある土地

の形質の変更や建築物の建築等には許可が必要となります。

○土地建物等の先買い（都市計画法第67条）

事業地内において、土地建物等を有償で譲り渡そうとする場合

は、事前に関西高速鉄道株式会社への届け出が必要となります。

※届け出なく売買を行った場合などは、50万円以下の過料が

科せられることがあります。（都市計画法第95条）

○土地の買取請求（都市計画法第68条）

事業地内の土地については、関西高速鉄道株式会社に対して当該

土地を時価で買い取る請求ができます。

○土地等の収用（都市計画法第70条）

事業地内には土地収用法が適用されます。



認可取得に伴う制限・制度（建築等の制限）

用地取得箇所（収用） 区分地上権箇所（使用）

上空、地下の全ての範囲
を対象に制限

地下の立体的な範囲
を対象に制限

事業に必要な用地であるため、
許可できない

離隔距離が確保され、かつ、
載荷重の最大限度以下で、
事業に支障がなければ許可する

17

立体的範囲

上部には、
一定規模の
建築が可能

都市計画幅

載荷重の最大限度

離隔距離

都市計画幅 都市計画幅

4.5ｍ



認可取得に伴う制限・制度 起点～中之島駅付近(地下式)

• 鉄道の位置が浅く、建物の杭を深く打ち込めないため、大きな建物
が建てられません。

• 載荷重の最大限度は100kN/m2 (一階層当たり20kN/㎡とした場合、5階建相当)

区分地上権箇所
100kN/m2

①

②

起点

18

18

ＪＲ神戸線 大阪環状線

阪神本線

ＪＲ東西線

（仮称）中之島駅
堂島川 土佐堀川

35‰

10‰

-10Ｍ
0Ｍ

-20Ｍ
-30Ｍ
-40Ｍ

京阪中之島線

【区分地上権の荷重制限】



• 道路等の公共空間を通過。
• 民間敷地の通過はありません。

19

19

（仮称）西本町駅

地下鉄 長堀鶴見緑地線

土佐堀川

地下鉄 中央線

34‰
5‰

35‰

0Ｍ
-10Ｍ
-20Ｍ
-30Ｍ
-40Ｍ
-50Ｍ

認可取得に伴う制限・制度 中之島駅～西本町駅付近(地下式)

【区分地上権の荷重制限】
19



認可取得に伴う制限・制度 西本町駅～道頓堀川付近(地下式)

容積率
600%

200kN/m2

容積率
800%

200kN/m2

160kN/m2

160kN/m2

• JRルートは鉄道位置が浅いため、載荷重の最大限度は100kN/m2

• 南海ルートは深く、杭が深く打ち込めるため、載荷重の最大限度は
指定容積率800%の区間 → 200kN/m2

(一階層当たり20kN／㎡とした場合、10階建相当)

指定容積率600%の区間 → 160kN/m2

(一階層当たり20kN／㎡とした場合、8階建相当)

100kN/m2

終点
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（仮称）西本町駅

地下鉄 長堀鶴見緑地線

道頓堀川

近鉄 難波線地下鉄 千日前線

5‰
33‰

35‰
5‰

JRルート

南海ルート

0Ｍ
-10Ｍ
-20Ｍ
-30Ｍ
-40Ｍ
-50Ｍ

【区分地上権の荷重制限】



認可取得に伴う制限・制度 南海新難波駅付近(地下式)

160kN/m2

容積率
600%

矢印の地下トンネル部分(指定容積率600%の区間)

• 鉄道の位置が深いため、載荷重の最大限度は160kN/m2

(一階層当たり20kN／㎡とした場合、8階建相当)

160kN/m2

160kN/m2

区分地上権箇所
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（仮称）南海新難波駅

道頓堀川

地下鉄 御堂筋線
共同溝

近鉄 難波線地下鉄 千日前線

33‰

5‰
44‰

南海ルート

0Ｍ
-10Ｍ
-20Ｍ
-30Ｍ
-40Ｍ
-50Ｍ

【区分地上権の荷重制限】



認可取得に伴う制限・制度 南海新難波駅付近(地下式)

駅の出入りや駅施設として利用する区間(四角の部分の４か所)
• 鉄道として地上も含めて必要な用地であるため、用地を取得させてい
ただきます。

用地取得箇所

22

道頓堀川

地下鉄 御堂筋線
共同溝近鉄 難波線地下鉄 千日前線

20‰ 33‰

5‰
44‰

南海ルート

0Ｍ
-10Ｍ
-20Ｍ
-30Ｍ
-40Ｍ
-50Ｍ

【用地取得箇所】



認可取得に伴う制限・制度 パークス通～新今宮駅付近(地表式~嵩上式)

道路整備(機能復旧)を行う部分
• 道路整備で必要な用地であるため、用地を取得させていただきます。

都市計画道路

道路整備(機能復旧)

高架鉄道 終点

敷津東南北線

戎本町
南北線

用地取得箇所

23

国道25号

44‰

0Ｍ
-10Ｍ
-20Ｍ
-30Ｍ
-40Ｍ
-50Ｍ

【用地取得箇所】

★道路区域の拡幅にかかる用地箇所の
制限等については、別途取得予定の
事業認可後となります。
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今後の進め方（事業工程） 25

※今後の地権者協議状況、関係機関協議、種々の要因により変更することがあります。

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

残
工
事

軌道工事等

2031年春
開業

詳細設計

用 地 買 収

土 木 工 事

概略
設計等



今後の進め方（用地買収・補償の流れ）

➣最後に、用地買収、補償に

関する説明をさせていただきます。

事業認可の告示

都市計画事業の流れ

事業認可 説明会

物件調査・土地評価
補償金額算定

協議（交渉）・契約

工事説明会

用地買収・物件補償

工事着工

工事完了・供用開始

26



測量と境界確定について（１） 27

○事業に必要な用地（土地）の面積を確定するために、所有されている土地

の全ての隣接地と境界を確定していただく必要があります。

○予め関西高速鉄道株式会社において基準点測量や現況の測量を行い、その

後、隣接している土地の所有者と現地にて土地境界の確認をしていただきます

その際、みなさまの敷地への立入りをお願いすることがあります。

○現地での確認ができましたら、関西高速鉄道株式会社にて境界確認図を作

成しますので、関係している土地所有者のみなさまには署名捺印していただき、

土地の境界を確定いたします。

※用地取得及び物件補償等に際しては、隣接地との

土地境界を事前に決めていただく必要があります。



測量と境界確定について（２） 28

Ａさんの土地

道路都市計画道路

土地の境界が不明？

Ｂさんの土地 Ｃさんの土地

都市高速鉄道



測量と境界確定について（３） 29

道路都市計画道路 土地境界の確認

買収面積の確定買収させていただく範囲

Ａさんの土地 Ｂさんの土地 Ｃさんの土地

Ｄさんの土地

都市高速鉄道



用地取得・物件補償等について（１） 30

～補償の概要について～

土地の正常価格
・所有権 （土地の買取）
・区分地上権（地下の使用）

建物等を移転する費用

引越しに必要な費用など

公共事業に伴い土地を取得するときに

通常生じる損失の補償

「公共用地の取得に伴う損失補償基準」
（「損失補償基準」）

建物等に関する補償土地に関する補償

※憲法２９条第３項に規定する正当な補償を行っております。



用地取得・物件補償等について（２） 31

～土地に対する補償について～

土地価格 ＝ 更地での正常な土地の取引価格

⇒下記算定方法に基づき算定いたします。

～補償算定方法～

ア 周辺の不動産取引価格

イ 不動産鑑定士による鑑定評価格

ウ 近隣の地価公示法による公示価格

エ 土地買収面積

＊土地を借地されている等の権利をお持ちの方がおられる場合は、土地所有者様と借地権者様等と土地の

利用権の割合（借地権割合等）を決めていただき、その割合に応じて算定いたします。

＊残地については、価格の低下・利用価値の減少等の損失が生じると認められるときはその損失を補償します。



用地取得・物件補償等について（３） 32

区分地上権設定範囲

～地下の使用（区分地上権設定）に係る補償について～
•トンネル構造物の設置にあたり、地下の一定の範囲を永続的に使用させていただく権利として、区分地上権を設定させていただきます。

•区分地上権設定は、トンネルを個々の建築行為等から保護するため、トンネル構造物の上下左右に0.5m（保護層）とトンネル上部のみ
4.5m（一定の離隔距離）を加えた範囲に設定いたします。（下図青色囲み範囲）

•トンネル構造物保護のため、区分地上権設定範囲の上端には一定の荷重制限がかかり、区分地上権設定範囲内には地下室や建物の杭など
を設置することができなくなります。

•この制限の程度はトンネルの深さ等により異なります。
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～地下の使用（区分地上権設定）に係る補償について～

トンネル構造物の設置にあたり、地下の一定の範囲を永続的に使用させていただく権利

として、区分地上権を設定させていただきます。その対価として制限された利用の価値相

当分を補償いたします。

～補償算定方法～

オ 土地に対する補償（前記ア～ウ）により算定した土地価格

カ 土地利用制限率
※

キ 区分地上権設定面積

※設置するトンネルの深度に応じて算定された建物利用制限（地上における建物の利用制限）、地下利用

制限（建物の基礎等の利用制限）及びその他利用制限（地下（配管、井戸等）の利用制限）の各利

用制限率の合計となります。
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～建物等に関する補償について～

建物等の移転が必要となるとき → 移転に通常要する費用 を補償

【原則】 「個別払い」「金銭による補償」「補償契約締結時の価格により算定」

＝建物等補償金算定の流れ＝

・・・ 建物の配置や使用状況の調査

・・・ 建物と起業地との関係により認定

・・・ 建物の移転料、引越し費用、移
転先選定費、借家人補償、営業
休止補償などの算定

建物等の移転補償金

補償金の算定

建物の現状の調査

移転工法の検討
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事 業 説 明 ・ 用 地 説 明

土地の測量を実施

建 物 等 の 調 査 を 実 施

調査結果に基づいて補償額を算定

補 償 内 容 に つ い て 説明

～用地事務の流れ～

算定した補償の内容についてご説明します。
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～用地事務の流れ（つづき）～

補償金額の提示

契約関係書類への調印・契約

土地の分筆・所有権移転登記・区分地上権設定登記

補償金のお支払い

建物の移転工事等完了後、土地の引渡し

金額提示のご承諾いただいたのちに書面で行います。

補償内容によりお支払いの時期が異なります。
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○課税の特例等について

不動産譲渡所得にかかる課税の特例

関西高速鉄道株式会社が買い取り申し出をした日（金額提示の日）から

６カ月以内にご契約をいただく等の要件を満たしている場合

補償金のうち、土地等を売却した対価については、不動産譲渡所得から一定

額を限度に特別控除できる課税の特例措置（収用特例）があります。

（租税特別措置法第33条の4：個人、同法第65条の2：法人）

＊特例を受けるためには、所轄の税務署に確定申告していただく必要があります

＊申告に必要な証明書を発行しますので申告の時期まで大切に保管してください

（再発行はできません）
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○その他

・ 補償の算定の基礎となる調査に伴い知り得た個人情報について

は、関係する法令（個人情報保護法・行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナンバー法

（略称）））に則り適正に処理し、補償算定の目的以外には使

用いたしません。

なお、個人の方の場合、契約手続きを行う際には、税務署への

報告用にマイナンバー等の提示をいただく必要がありますので、ご

協力のほど、よろしくお願いします。

個人情報の取り扱いについて
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土地収用法の適用について

・ 用地取得 ・物件補償等については 、補償の対象となる

方 と話 し合い 、合意の上で契約を結んで関西高速鉄道

株式会社が必要な土地を取得する と と も に 、権利者の

みなさま には建物等を移転していただ き ま す 。

し か し 、補償金の額について合意ができなか っ た り 、

土地の所有権について争いがあるな どの理由で 、話 し

合いによ り土地を取得できない場合があ り ま す 。 こ のよ

う な場合は 、関西高速鉄道株式会社が土地収用法の

手続きを と る こ と に よ り 、土地所有者や関係人に正当な

補償を し た う えで 、土地を取得する こ とがで き ます 。 こ う

し た制度を土地収用制度といいます 。
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【事業全般に関すること】

事業調整部 調整課 06-6485-8913

【E-mail】 naniwa＠kr-railway.co.jp

【ホームページURL】

http://www.kr-railway.co.jp/naniwa.html

【用地・区分地上権・補償等に関すること】

企画推進部 企画課 06-6485-8912


